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平 成 １ ０年１２月

構造改善局事業計画課

かんがい排水審議会について

かんがい排水審議会は、農林水産省組織令第８６条に定めるところにより、農林水

産省本省組織内に設置されている農林水産大臣の諮問機関であり、国際かんがい排水

委員会（ＩＣＩＤ）に関する事項、その他かんがい排水の改良発達に関する重要事項

を調査審議すること、並びにこれらに関し必要と認める事項を農林水産大臣に建議す

ることを所掌事務としている。

国際かんがい排水委員会とは、かんがい、排水及び治水によって農地と水を適正に

管理するため、これに関する工学、農学、経済学、生態学、社会学関連の科学技術の

発展と応用を促進・助長するとともに、最新技術を取り入れたより包括的な研究を促

進することを目的として1946年に設置された国際機関であり、インド・ニューデリー

に事務局が置かれている。

ＩＣＩＤ発足当時、日本は連合国の占領下にあり、1950年3月7日、連合軍最高指令

官総司令部（ＧＨＱ）から日本政府に対しＩＣＩＤ（当時の名称は「国際かんがい運

河委員会 ）への加盟が勧告されたことを受け、これへの参加に関する閣議了解が行」

われ、経済安定本部資源調査会にＩＣＩＤ日本国内委員会が新たに設けられた。翌19

51年8月24日、同委員会を農林省へ移管することが閣議決定され、これを受け、1952

年3月31日に法律第３９号をもって、農林省設置法を改正し、かんがい排水審議会を

農林省の付属機関として設置するとともに、同審議会においてＩＣＩＤに関する事項

の調査審議等を行うこととなった。

かんがい排水審議会の組織は、委員１０名以内で構成される本審議会のほか専門部

会を設けて専門の事項を調査していたが、昭和62年3月26日、第６１回かんがい排水

審議会において専門部会を企画部会、ＩＣＩＤ部会（平成元年12月から国際部会に名

称変更）及び技術部会の３部会制とすることが承認され、各部会にそれぞれ専門の事

項を調査するために必要な専門委員を配し、調査審議等の機動性を高めるとともにそ

の充実を図っている。

（ICID：International Commission on Irrigation and Drainage）
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かんがい排水審議会の概要

１．概 要

根拠法令等 農林水産省組織令第８６条、かんがい排水審議会令、国際かんがい排水

委員会憲章（国際かんがい排水委員会日本国内委員会の設置）

設置年月日 昭和２７年４月３０日

所 掌 事 務 農林水産大臣の諮問に応じ、次の事項を調査審議し、及びこれに関し必

要と認める事項を農林水産大臣に建議する。

①国際かんがい排水委員会（ＩＣＩＤ）に関する事項

②かんがい排水の改良発達に関する重要事項

２．組 織

企画部会

農業・農村をめぐる内外情勢の変化と農村が

抱える課題等を踏まえ、今後の農業農村整備事

業のあり方について検討を行う。

かんがい排水審議会 国際部会

会 長 委員から互選 国際かんがい排水委員会（ＩＣＩＤ）の活動

委員定数 １０人以内 及び農業農村整備の分野における海外農業開発

委員任期 ２年 協力のあり方について検討を行う。

技術部会

農業農村整備事業の計画、設計、管理基準の

制・改定及び技術的課題について検討を行う。

３．委員名簿（平成１０年１０月現在）

会長 中 村 良 太 前東京大学大学院農学生命科学研究科生物･環境工学専攻教授

委員 芦 澤 利 彰 (財)日本特産農作物種苗協会理事長

阿 部 義 章 早稲田大学アジア太平洋研究センター教授

片 桐 久 雄 農用地整備公団理事長

川 尻 裕一郎 鳥取大学農学部教授

小 澤 紀美子 東京学芸大学教育学部教授

高 橋 彰 国士舘大学政経学部教授

内 藤 克 美 (財)日本農業土木総合研究所理事長

中 西 準 子 横浜国立大学環境科学研究センター教授

廣 瀬 利 雄 (財)国土開発技術研究センター副会長
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専門委員

猪 口 邦 子 上智大学法学部教授

岩 崎 和 己 農業工学研究所所長

岡 本 雅 美 日本大学生物資源科学部教授

海 田 能 宏 京都大学東南アジア研究センター教授

片 倉 もとこ 中央大学総合政策学部教授

河 地 利 彦 京都大学大学院農学研究科教授

木 村 伸 男 岩手大学農学部教授

黒 川 和 美 法政大学経済学部教授

小 泉 浩 郎 (株)山崎農業研究所研究企画推進室長

沢 内 公 男 山形県土地改良事業団体連合会会長

生源寺 真 一 東京大学大学院農学生命科学研究科教授

多賀谷 一 照 千葉大学法経学部教授

武 内 和 彦 東京大学大学院農学生命科学研究科教授

中 原 通 夫 （社）海外農業開発コンサルタンツ協会技術顧問

中 村 広 次 農業情報研究所事務局長

中 安 定 子 東京農業大学農学部教授

松 本 洋 (財)国際文化会館専務理事

兵 藤 宗 郎 （社）日本施設園芸協会会長

松 浦 龍 雄 （財）農政調査委員会理事

光 岡 史 郎 愛知こどもの国協会理事長

三 野 徹 京都大学大学院農学研究科教授

武 藤 和 夫 東京農業大学名誉教授

八 木 宏 典 東京大学大学院農学生命科学研究科教授

山 口 保 身 (財)日本農業土木総合研究所専務理事

渡 邊 利 夫 東京工業大学大学院社会理工学研究科教授
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４．近年の計画設計基準等の諮問・答申経緯

土地改良事業計画設計基準 設計 水路工 その１ の改定 ( 60. 9.30 ､ 61. 3.27 )「 （ ）」 昭 諮問 昭 答申

〃 設計 水路工 その２ の改定 ( 62. 3.11 ､ 62.12. 7 )「 （ ）」 昭 諮問 昭 答申

〃 設計 農道 の制定 ( 63. 3. 4 ､ 63.12.14 )「 」 昭 諮問 昭 答申

〃 計画「農地地すべり防止対策」の制定( 63.12.13 ､ . 3.14 )昭 諮問 平元 答申

〃 設計「水路トンネル」の制定 ( 3 . 3. 1 ､ 3.12. 6 )平 諮問 平 答申

〃 計画「農業用水（水田 」の制定 ( 4 . 3.11 ､ 5. 3.18 )） 平 諮問 平 答申

土地改良施設管理基準「ダム編」の制定 ( 4 . 3.11 ､ 5. 3.18 )平 諮問 平 答申

土地改良事業計画設計基準 設計「頭首工」の改定 ( 6 .11.15 ､ 7. 3.27 )平 諮問 平 答申

土地改良施設管理基準「排水機場編」の制定 ( 6 .11.15 ､ 7. 3.27 )平 諮問 平 答申

土地改良事業計画設計基準 設計「ポンプ場」の改定 ( 7 . 3.24 ､ 8. 3.27 )平 諮問 平 答申

〃 設計「水路トンネル」の改定 ( 7 . 3.24 ､ 8. 3.27 )平 諮問 平 答申

土地改良施設管理基準「頭首工編」の制定 ( 8 . 2.14 ､ 9. 3.21 )平 諮問 平 答申

土地改良事業計画設計基準 設計「パイプライン」の制定 ( 8 . 3.13 ､ 9. 3.21 )平 諮問 平 答申

〃 設計「農道」の改定 ( 8 . 3.13 ､ 9. 3.21 )平 諮問 平 答申

〃 計画「農業用水（畑 」の制定 ( 8 . 3.25 ､ 9. 3.21 )） 平 諮問 平 答申

〃 設計「水路工」の制定 ( 9 . 3.21 )平 諮問

土地改良施設管理基準「用水機場編」の制定 ( 10. 3. 4 )平 諮問

土地改良事業計画設計基準 計画「ほ場整備（水田 」の改定 ( 10. 3. 9 )） 平 諮問
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５．近年の報告等の経緯

企画部会中間報告「農業・農村の活性化をめざした土地改良事業の展開方向」

（ ）平成元年２月２７日報告

国際部会中間報告 農業・農村開発協力の展開方向 平成２年６月２６日報告「 」 （ ）

企画部会第２次報告「農村の総合整備をめざした土地改良事業の展開方向」

（ ）平成２年７月２３日報告

技術部会報告「農業農村整備事業の計画・設計・管理に係わる技術の展開方向」

（ ）平成５年３月１８日報告

国際部会報告「地球環境問題の解決に向けて－持続可能な農業農村開発協力の推進－」

（ ）平成５年３月１８日報告

企画部会報告「社会資本整備としての農業農村整備事業の展開方向」

（ ）平成７年３月２７日報告

技術部会報告「農業農村整備事業に関する技術開発五カ年計画

－より一層の効率化をめざして－」

（ ）平成９年３月２１日報告

企画部会報告「農村環境の保全・創出に資する農業農村整備事業の展開」

（ ）平成10年３月２０日報告

企画部会報告「農村社会資本整備の事業効果の新しい評価へ向けて」

（ ）平成10年10月２６日報告

国際部会報告「２１世紀における農業農村開発協力の展開

～食料・環境－生命と地球の未来を守るために～」

（ ）平成10年10月２６日報告


